
議案第３４号

（総則）

第１条         令和７年度高森町公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務予定量）

第２条　業務の予定量は次のとおりとする。

（１）処理区域内人口 9,562 人

（２）年間有収水量 865,880 ㎥

（３）１日平均有収水量 2,372 ㎥

（４）主要な建設改良事業

34,000 千円

19,400 千円

45,210 千円

19,800 千円

19,690 千円

200,900 千円

109,318 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収入

　第１款　下水道事業収益　 507,295 千円

　　第１項　営業収益　　 180,590 千円

　　第２項　営業外収益　 326,705 千円

支出

　第１款　下水道事業費用　 493,379 千円

　　第１項　営業費用　 441,504 千円

　　第２項　営業外費用 50,765 千円

　　第３項　特別損失 110 千円

　　第４項　予備費 1,000 千円

（資本的収入及び支出）
第４条　

収入

　第１款　資本的収入 674,011 千円
　　第１項　企業債 429,400 千円
　　第２項　出資金 57,619 千円
　　第４項　負担金等 7,956 千円
　　第５項　補助金 179,036 千円

令和７年度　高森町公共下水道事業会計予算

処理場・ﾎﾟﾝﾌﾟ場ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ実施計画（第2期）

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出
額に対し不足する額335,668千円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額、過年度
損益勘定留保資金、当年度損益勘定留保資金、減債積立金及び建設改良積立金で補て
んするものとする。）

農集牛牧地区統合管路布設工事（その1）

農集統合に伴う実施設計（基本設計、詳細設計）

吉田西地区館周辺管路布設工事

上平地区管路布設工事

処理場脱水機増設工事
処理場ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ更新工事
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支出

　第１款　資本的支出　　 1,009,679 千円

　　第１項　建設改良費 532,805 千円

　　第２項　企業債償還金 475,874 千円

　　第５項　予備費 1,000 千円

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は次のとおりと定める。

限度額（千円） 起債の方法 利率

229,400

200,000

429,400

（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は100,000千円と定める。

（経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（1） 営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条　

（1） 職員給与 22,897 千円

令和　７年　３月　４日　提　出

高森町長　 壬 生　照　玄

令和　７年　３月　　日　　決

高森町議会議長　 岩　口　友　雄

起債の目的

合計

　政府資金及び地方公共団体金融機
構資金については其の融資条件によ
り、銀行その他の場合にはその債権
者と協議する。
　ただし、公営企業財政により、据
置期間及び償還期限を短縮し、又は
繰上償還もしくは低利に借換えする
ことができる。

償還の方法

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又
はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら
ない。

建設改良企業債

資本費平準化債

証書借入
又は

証券発行

　4.5％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利率）
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Administrator
タイプライターテキスト
19

Administrator
タイプライターテキスト
可



※財務諸表は、千円単位未満の端数を個別に四捨五入しているため、合計値等の集計が一致
しない場合があります。

令和７年度

高森町公共下水道事業会計予算に関する
説　明　書
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（収入） （単位：千円）

款 項 目 予定額 備 考

1. 下水道事業収益 507,295

1. 営業収益 180,590

1 下水道使用料 180,400

3 その他営業収益 190

2. 営業外収益 326,705

1 受取利息及び配当金 203

2 他会計補助金 206,215

4 長期前受金戻入 120,286 減価償却等に伴う長期前受金の収益化

7 雑収益 1

（支出） （単位：千円）

款 項 目 予定額 備 考

1. 下水道事業費用 493,379

1. 営業費用 441,504

1 管渠費 20,559 管渠の維持管理に要する費用

2 処理場費 89,124 処理場施設の維持管理に要する費用

4 総係費 29,934 事業運営全般に要する費用

5 減価償却費 301,887 固定資産の減価償却費

2. 営業外費用 50,765

1 支払利息及び企業債取扱諸費 47,765 企業債及び一時借入金の利息

2 消費税及び地方消費税 3,000 消費税の納付税額

3. 特別損失 110

4 過年度損益修正損 110

4. 予備費 1,000

1 予備費 1,000

令和７年度　高森町公共下水道事業会計 実施計画

収益的収入及び支出
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令和７年度　高森町公共下水道事業会計 実施計画

（収入） （単位：千円）

款 項 目 予定額 備 考

1. 資本的収入 674,011

1. 企業債 429,400

1 建設改良等の企業債 429,400 企業債の借入

2. 出資金 57,619

1 出資金 57,619

4. 負担金等 7,956

1 受益者負担金 7,956 受益者負担金・受益者分担金

5. 補助金 179,036

1 国庫補助金 179,036 社会資本整備交付金

（支出） （単位：千円）

款 項 目 予定額 備 考

1. 資本的支出 1,009,679

1. 建設改良費 532,805

1 建設費 521,086 下水道整備に要する経費

2 固定資産購入費 11,719 固定資産の取得に要する経費

2. 企業債償還金 475,874

1 建設改良等の企業債償還金 475,874 企業債の元金償還金

5. 予備費 1,000

1 予備費 1,000

資本的収入及び支出
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令和  7年度  高森町公共下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 13,210

減価償却費 301,887

長期前受金戻入額 △ 120,286

受取利息及び受取配当金 △ 203

支払利息 47,765

固定資産除却損 0

減損損失 0

固定資産売却損益（△は益） 0

未収金の増減額（△は増加） △ 22,373

未払金の増減額（△は減少） △ 43,411

たな卸資産の増減額（△は増加） 0

引当金の増減額（△は減少） 5

前払金の増減額（△は増加） 0

前受金の増減額（△は減少） 0

その他流動資産の増減額（△は増加） 0

その他流動負債の増減額（△は減少） 0

小計 176,594

利息及び配当金の受取額 203

利息の支払額 △ 47,765

業務活動によるキャッシュ・フロー 129,032

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 408,965

固定資産の売却による収入 0

有価証券の取得による支出 0

有価証券の売却による収入 0

国庫補助金等による収入 124,788

国庫補助金等の返還 0

一般会計若しくは他の特別会計からの繰入金による収入 9,967

長期貸付金による支出 0

長期貸付金の回収による収入 0

短期貸付金による支出 0

短期貸付金の回収による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 274,210

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入による収入 0

一時借入金の返済による支出 0

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 429,400

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 475,874

その他の企業債による収入 0

その他の企業債の償還による支出 0

建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金による収入 0

建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金の返済支出 0

その他の他会計借入金による収入 0

その他の他会計借入金の返済による支出 0

他会計からの出資による収入 57,619

財務活動によるキャッシュ・フロー 11,145

資金増加額（または減少額） △ 134,033

資金期首残高 207,200

資金期末残高 73,167

(令和  7年 4月 1日から令和  8年 3月31日まで)
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損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

本　年　度

前　年　度

比 較

（ア）会計年度任用職員以外の職員

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

本　年　度

前　年　度

比 較

（単位：千円）

費用弁償

9

9

480 585

5,145

60

計

計

計

△ 3

5,142

17,512 5,385 22,897

5,145 17,215 4,522

費用弁償

法定福利費

1,335 5,774

15,969

750

5,385 21,808

4,177 12,197 3,772

計

5,133

618 270 75 953 1,750 1,470

180 48 1,615 1,760 1,530
手
当
内
訳

区 分 扶　養 管理職 住　居 通　勤 時間外勤務 期　末 勤　勉

△ 438 △ 270 △ 27 662 10

30 △ 243 △ 183 278 95

1,065
比

較

1 240 240 480 585

30

301 270 △ 3 297 863 1,160

前
年
度

3

3 11,0201,050

1,050

4,709

8,020 4,186 13,256 3,772 17,028

3,000 959 3,959 750

21,737

3 8,050 3,943 13,073 4,050 17,123

5,774

給　与　費　明　細　書

１．総　　括

区 分
職員数

法定福利費

1,080

1,080

1,335

給 与 費

報酬一般職 給　料 手　当 計

本
年
度

1 3,240 1,199 4,439

4 11,290 5,142

区 分
職員数 給 与 費

一般職 報酬 給　料 手　当 計

本
年
度

1 3,240 1,199 4,439

3 11,290 5,133 16,423

2 8,050 3,934 11,984 4,050 16,034

前
年
度

3,000 959 3,959 4,709

2 8,020

2 11,020 5,136 16,156 4,522 20,678

比

較

1 240 240 1,065

1 270 △ 3 267 863 1,130

30 △ 243 △ 213 278 65

手
当
内
訳

区 分 扶　養 管理職 住　居 通　勤 時間外勤務 期　末 勤　勉

180 48 1,615 1,530

618 270 75 953 1,750

1,760

△ 438 △ 270 △ 27 662 10 △ 3

1,470 5,136

60
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（イ）会計年度任用職員

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

本　年　度

前　年　度

比 較

区  分 増減額 増減事由別内訳 説 明

区 分 企 業 職

一般会計の制度

一　　般　　職

本　　年　　度

331,000令和6年4月1日現在

前　　年　　度

（２）初任給 （単位：円）

区 分 企 業 職

224,800

170,200

200,400

208,800

182,900

大　　学　　卒 200,400

短　　学　　卒

高　　校　　卒 192,100

208,800

平 均 年 齢 （ 歳 ）

通勤手当

時間外手当

△ 27

10

304,200

36.6

手
当
内
訳

区 分 扶　養 管理職 住　居 通　勤

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

312,260

 昇給に伴う増減分

報酬単価の増

備 考

３．給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当り給料

令和7年4月1日現在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 318,600

 制度改正に伴う増減分

662

36.8

（単位：千円）

勤勉手当

270

職員の異動等によるもの

期末手当

30

比

較 30

30 30 30

前
年
度

9

1,080 1,089

1,0891 1,080 9 1,089

計
一般職 報酬 給　料 手　当

区 分
職員数 給 与 費

法定福利費
計

1 1,050 9 1,059

△ 438

△ 270

9 1,089

1 1,050 1,059

計

２．報酬・給料及び職員手当の増減額の明細

1,059

1,059

時間外勤務 期　末 費用弁償勤　勉

30

9 9

9 9

本
年
度

大　　学　　卒

高　　校　　卒

短　　学　　卒 182,900

224,800

170,200

30 専門員報酬

192,100

 その他の増減分

1

給　料

報　酬

手　当 △ 3

扶養手当

住居手当

60

 給与改定に伴う増減分

 その他の増減分

職員の異動等によるもの

-

270

△ 3

-

-
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企 業 職

級 職員数(人) 構成比(％)

1 級 1 級

2 級 2 級

3 級 3 級

4 級 4 級

5 級 5 級

6 級 6 級

7 級 7 級

合 計

1 級

2 級

3 級

4 級

5 級

6 級

7 級

合計

区 分 本　年　度 前　年　度

0 号給

1 号給

2 号給

3 号給

4 号給

その他

区 分 一般会計制度との異同

扶　　養　　手　　当 同

住　　居　　手　　当 同

通　　勤　　手　　当 同

（６）その他の手当

前 年 度 2.200 2.300 4.50 有

一般会計の制度 2.250 2.350 4.60 有

（５）期末手当・勤勉手当

区　　分
支給期別支給率

支給率計（月分）
職制上の

段階・職務の
級等による加算措置

備　　考
6月 12月

本 年 度 2.250 2.350 4.60 有

100.0

号 給 数 別 内 訳

（人）

（人）

（人） 3 3

（人）

（人）

（人）

令和6年
4月1日現在

1 33.3%

1 33.3%

1

　　比 率 （Ｂ）／（Ａ） （人） 100.0

1 33.3% 主任

1 33.3% 専門幹・主査

　　昇　 給 　に 　係 　る 　職 　員　 数 （Ｂ） （人） 3 3

33.3%

3

（４）昇給

　　職 員 数　　（Ａ） （人） 3 3

課長・事務局長

33.3% 調整幹・担当係長・係長・課長補佐・事務局長補佐1

（３）級別職員数

区 分

（級別の標準的な職務内容）

級 企　　業　　職

政策監

3

主事・書記

課長代理・事務局長代理

令和7年
4月1日現在
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国庫 損益勘定

期間 金額 期間 金額 補助金 留保資金等
千円 千円 千円 千円 千円 千円

249,200 令和6年度 48,300 令和7年度 200,900 85,100 104,060 11,740

125,500 令和6年度 16,182 令和7年度 109,318 47,600 58,190 3,528

7,700 令和6年度 2,310 令和7年度 5,390 0 0 5,390
水道料金及び下水道
使用料改定検討支援

業務委託

処理場ストックマネ
ジメント更新工事

左の財源内訳

企業債

債務負担行為に関する調書

事項 限度額

処理場脱水機増設工
事

前年度末までの

支払義務発生

（見込）額

当該年度以降の

支払義務発生

予定額
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令和  7年度  高森町公共下水道事業会計予定損益計算書

（令和  7年 4月 1日から令和  8年 3月31日まで） （単位：千円）

１　営業収益
（１）下水道使用料 164,000
（２）受託工事収益 0
（３）その他営業収益 190 164,190

２　営業費用
（１）管渠費 18,699
（２）処理場費 81,037
（３）受託工事費 0
（４）総係費 28,178
（５）減価償却費 301,887
（６）資産減耗費 0
（７）その他営業費用 0 429,801

　　営業損失 265,611

３　営業外収益
（１）受取利息及び配当金 203
（２）他会計補助金 206,215
（３）補助金 0
（４）長期前受金戻入 120,286
（５）資本費繰入収益 0
（６）雑収益 1 326,705

４　営業外費用
（１）支払利息及び企業債取扱諸費 47,765
（２）雑支出 9 47,774 278,931

　　経常利益 13,320

５　特別利益
（１）固定資産売却益 0
（２）過年度損益修正益 0
（３）その他特別利益 0

６　特別損失
（１）固定資産売却損 0
（２）減損損失 0
（３）災害による損失 0
（４）過年度損益修正損 110
（５）その他特別損失 0 110 △ 110

　　当年度純利益 13,210

　　前年度繰越利益剰余金 33,759
　　その他未処分利益剰余金変動額 122,718
　　当年度未処分利益剰余金 169,687
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令和  7年度  高森町公共下水道事業会計予定貸借対照表

（令和  8年 3月31日） （単位：千円）

資産の部
１　固定資産

（１）有形固定資産
イ 土地 455,649

ロ 建物 337,931
減価償却累計額 △ 55,653 282,278

ハ 構築物 7,358,580
減価償却累計額 △ 1,334,789 6,023,790

ニ 機械及び装置 509,161
減価償却累計額 △ 234,978 274,183

ホ 車両運搬具 1,937
減価償却累計額 △ 872 1,065

ヘ 工具、器具及び備品 2,326
減価償却累計額 △ 1,598 727

ト リース資産 0
減価償却累計額 0 0

チ 建設仮勘定 696,902
リ その他有形固定資産 0

減価償却累計額 0 0
有形固定資産合計 7,734,596

（２）無形固定資産
イ 借地権 0
ロ 地上権 0
ハ 地役権 2,612
ニ 特許権 0
ホ 施設利用権 0
ヘ 電話加入権 0
ト リース資産 0
チ その他無形固定資産 0
無形固定資産合計 2,612

（３）投資その他の資産
イ 投資有価証券 20,000
ロ 出資金 0
ハ 長期貸付金 0

貸倒引当金 0 0
ニ 基金 0
ホ その他投資 0
投資その他の資産合計 20,000

固定資産合計 7,757,208

２　流動資産
（１）現金預金 73,167
（２）未収金 119,528

貸倒引当金 △ 25 119,503
（３）有価証券 0
（４）貯蔵品 0
（５）短期貸付金 0

貸倒引当金 0 0
（６）前払費用 0
（７）前払金 0
（８）その他流動資産 0

流動資産合計 192,669

資産合計 7,949,877
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負債の部
３　固定負債

（１）企業債
イ 建設改良企業債 1,991,520
ロ 準建設改良企業債 429,783
ハ その他の企業債 0

企業債合計 2,421,303
（２）他会計借入金

イ 建設改良費等の財源に 0
充てるための長期借入金

ロ その他の長期借入金 0
他会計借入金合計 0

（３）リース債務 0
（４）引当金

イ 特別修繕引当金 0
引当金合計 0

（５）その他固定負債 0
固定負債合計 2,421,303

４　流動負債
（１）一時借入金 0
（２）企業債

イ 建設改良企業債 391,465
ロ 準建設改良企業債 73,293
ハ その他の企業債 0

企業債合計 464,758
（３）他会計借入金

イ 建設改良費等の財源に 0
充てるための長期借入金

ロ その他の長期借入金 0
他会計借入金合計 0

（４）リース債務 0
（５）未払金 149,153
（６）前受金 0
（７）引当金

イ 賞与引当金 430
ロ 法定福利費引当金 80
ハ 修繕引当金 0
ニ 特別修繕引当金 0

引当金合計 510
（８）その他流動負債 0

流動負債合計 614,420

５　繰延収益
（１）長期前受金 3,988,148
（２）収益化累計額 △ 654,398

繰延収益合計 3,333,750

負債合計 6,369,473

資本の部
６　資本金 1,380,983

７　剰余金
（１）資本剰余金

イ 受贈財産評価額 0
ロ 負担金等 0
ハ 補助金 0
ニ 寄付金 0
ホ その他資本剰余金 0
資本剰余金合計 0

（２）利益剰余金
イ 減債積立金 0
ロ 利益積立金 0
ハ 建設改良積立金 29,733
ニ 当年度未処分利益剰余金 169,687
利益剰余金合計 199,421

剰余金合計 199,421

資本合計 1,580,404
負債資本合計 7,949,877
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令和  6年度  高森町公共下水道事業会計予定損益計算書

令和  6年 4月 1日から令和  7年 3月31日まで （単位：千円）

１　営業収益

（１）下水道使用料 164,000

（２）受託工事収益 0

（３）その他営業収益 201 164,201

２　営業費用

（１）管渠費 17,501

（２）処理場費 75,004

（３）受託工事費 0

（４）総係費 23,869

（５）減価償却費 303,262

（６）資産減耗費 3,154

（７）その他営業費用 0 422,789

　　営業損失 258,588

３　営業外収益

（１）受取利息及び配当金 100

（２）他会計補助金 201,165

（３）補助金 0

（４）長期前受金戻入 120,521

（５）資本費繰入収益 0

（６）雑収益 1 321,787

４　営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 52,270

（２）雑支出 10 52,280 269,507

　　経常利益 10,919

５　特別利益
（１）固定資産売却益 0
（２）過年度損益修正益 0
（３）その他特別利益 0

６　特別損失
（１）固定資産売却損 0
（２）減損損失 0
（３）災害による損失 0
（４）過年度損益修正損 176
（５）その他特別損失 25 201 △ 201

　　当年度純利益 10,718

　　前年度繰越利益剰余金 0
　　その他未処分利益剰余金変動額 33,759
　　当年度未処分利益剰余金 44,477
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令和  6年度  高森町公共下水道事業会計予定貸借対照表

（令和  7年 3月31日） （単位：千円）

資産の部
１　固定資産

（１）有形固定資産

イ 土地 455,649

ロ 建物 337,931

減価償却累計額 △ 46,642 291,289

ハ 構築物 7,258,580

減価償却累計額 △ 1,082,561 6,176,018

ニ 機械及び装置 509,161

減価償却累計額 △ 194,820 314,341

ホ 車両運搬具 1,937

減価償却累計額 △ 436 1,501

ヘ 工具、器具及び備品 2,326

減価償却累計額 △ 1,549 776

ト リース資産 0

減価償却累計額 0

チ 建設仮勘定 321,507

リ その他有形固定資産 0

減価償却累計額 0 0

有形固定資産合計 7,561,082

（２）無形固定資産

イ 借地権 0

ロ 地上権 0

ハ 地役権 1,054

ニ 特許権 0

ホ 施設利用権 0

ヘ 電話加入権 0

ト リース資産 0

チ その他無形固定資産 0

無形固定資産合計 1,054

（３）投資その他の資産

イ 投資有価証券 10,000

ロ 出資金 0

ハ 長期貸付金 0

貸倒引当金 0 0

ニ 基金 0

ホ その他投資 0

投資その他の資産合計 10,000

固定資産合計 7,572,136

２　流動資産

（１）現金預金 207,200

（２）未収金 61,194

貸倒引当金 0 61,194

（３）有価証券 0

（４）貯蔵品 0

（５）短期貸付金 0

貸倒引当金 0 0

（６）前払費用 0

（７）前払金 0

（８）その他流動資産 0

流動資産合計 268,394

資産合計 7,840,530
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負債の部
３　固定負債

（１）企業債

イ 建設改良企業債 2,153,585

ロ 準建設改良企業債 303,076

ハ その他の企業債 0

企業債合計 2,456,661

（２）他会計借入金

イ 建設改良費等の財源に 0

充てるための長期借入金

ロ その他の長期借入金 0

他会計借入金合計 0

（３）リース債務 0

（４）引当金

イ 特別修繕引当金 0
引当金合計 0

（５）その他固定負債 0
固定負債合計 2,456,661

４　流動負債
（１）一時借入金
（２）企業債

イ 建設改良企業債 405,219
ロ 準建設改良企業債 70,655
ハ その他の企業債 0

企業債合計 475,874
（３）他会計借入金

イ 建設改良費等の財源に 0
充てるための長期借入金

ロ その他の長期借入金 0
他会計借入金合計 0

（４）リース債務 0
（５）未払金 114,571
（６）前受金 0
（７）引当金

イ 賞与引当金 450
ロ 法定福利費引当金 80
ハ 修繕引当金 0
ニ 特別修繕引当金 0

引当金合計 530
（８）その他流動負債 0

流動負債合計 590,975

５　繰延収益
（１）長期前受金 3,817,432
（２）収益化累計額 △ 534,112

繰延収益合計 3,283,320

負債合計 6,330,955

資本の部
６　資本金 1,323,364

７　剰余金
（１）資本剰余金

イ 受贈財産評価額 0
ロ 負担金等 0
ハ 補助金 0
ニ 寄付金 0
ホ その他資本剰余金 0
資本剰余金合計 0

（２）利益剰余金
イ 減債積立金 0
ロ 利益積立金 0
ハ 建設改良積立金 141,733
ニ 当年度未処分利益剰余金 44,477
利益剰余金合計 186,210

剰余金合計 186,210

資本合計 1,509,575
負債資本合計 7,840,530
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注記（則第35条）

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
　１　固定資産の償却の方法

（1）有形固定資産
・減価償却の方法

定額法による
・主な耐用年数

建物 8～50年
構築物 10～50年
機械及び装置 6～20年
車両運搬具 5年
工具、器具及び備品 5年

（2）無形固定資産
・減価償却の方法

定額法による

　２　引当金の計上方法
（1）退職給付引当金

職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとしている。また、一般会計退職
手当組合に加入しており、毎事業年度に一定の負担金のみを支払うこととしている。
よって、退職手当に係る引当金の計上はしていない。

（2）賞与引当金及び法定福利費引当金
職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当年度末
における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か
月分）を計上している。

（3）貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収不能見込額を検討し、計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

Ⅱ　予定貸借対照表に関する注記
　企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還
予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は次のとおりである。

建設改良企業債 1,906,388 千円
準建設改良企業債 503,076 千円
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